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平成２５年度 第３回富津市国民健康保険運営協議会会議録 

１ 日時 平成２６年２月３日（月）   開会 午後２時００分 

                    閉会 午後２時４６分 

２ 場所 富津市役所 ４階４０１会議室 

３ 出席委員 

    杦崎 兆延   （１号委員） 

    飛澤 三郎   （１号委員） 

    鮎川 和子   （１号委員） 

三枝 奈芳紀  （２号委員） 

    山嵜 智子   （２号委員） 

   髙梨 良勝   （３号委員） 

   福原 敏夫   （３号委員） 

永井 庄一郎  （３号委員） 

松原 和江   （３号委員） 

４ 欠席委員 

    齊藤 千代子  （１号委員） 

加藤 大介   （２号委員） 

平川 惠敏   （２号委員） 

５ 議案 

  （１）平成２６年度富津市国民健康保険事業特別会計予算（案）につい 

     て（諮問事項） 

６ 事務局職員 

  佐久間市長 正司健康福祉部長 村上納税課長 

島田国民健康保険課長 藤嵜国民健康保険係長 

渡邉長寿医療係長   栗本特定健診推進係長 

阿形主事 



渡邉補佐 

髙梨会長 

渡邉補佐 

佐久間 

市長 

定刻となりました。本日欠席される旨ご連絡いただいている方

を除いてお集まりいただいております。 

それでは、ただ今より、平成２５年度第３回富津市国民健康保

険運営協議を開会させていただきます。お手許の次第により進め

させていただきます。 

なお、富津市国民健康保険運営協議会の委員定数は、１２名で

ございます。 

本日、９名の委員の方に出席いただいており、その過半数を超

えておりますので、運営協議会は成立いたします。 

それでは、「会長あいさつ」でございます。髙梨会長よりごあい

さつをお願いします。 

皆さん、こんにちは。 

お忙しい中、ご出席いただきありがとうございます。ご存じの

ように、今、非常に注目を浴びている国民健康保険でございます

が、市民の皆様の期待に応えるように、慎重に議論をして進めて

参りたいと思います。よろしくお願いいたします。 

ありがとうございました。 

次に「市長あいさつ」でございます。佐久間市長よりごあいさ

つ申し上げます。 

本日は、公私ともにお忙しいなか、ご出席賜り誠にありがとう

ございます。 

 また、日頃より国民健康保険事業の運営に、深いご理解とご協

力を賜り、厚く御礼申し上げます。 

 平成２５年度の保険給付費は、昨年に比べますとやや高めに推

移している状況であります。 

また、最近、インフルエンザ、ノロウイルスが流行しており、

注視しているところでございます。 

 一方、国保の財政は、高齢化の進展等により、引き続き、厳し

い運営状況にあります。 

 こうした中で、昨年の８月に、社会保障国民会議の報告書が提

出され、今国会での審議が予定されています。 

見直しの主な内容は、７０歳から７４歳までの一部負担金につ

いては、新たに７０歳になる被保険者の方から段階的に２割負担

とされること。 

低所得者保険税の５割軽減、２割軽減の拡大等が予定されてお

ります。 

なお、後期高齢者医療制度につきましては、定着しており、必

要な改善を行っていくことが適当であるとされました。 

今後、国の情報を的確に把握し、国や県の補助金の確保を図る

とともに、医療費の適正化・抑制に鋭意努力してまいる所存でご

ざいますので、委員の皆様方のご指導、ご協力を賜わりますよう

お願い申し上げます。 



渡邉補佐 

髙梨会長 

藤嵜係長 

 また、本日の会議内容につきましては、平成２６年度富津市国

民健康保険事業特別会計予算（案）の、諮問事項、１件でござい

ます。 

 よろしくご審議賜りますようお願い申し上げまして、挨拶とい

たします。 

続きまして、議事でございます。 

富津市国民健康保険条例施行規則第６条に「運営協議会の議長は

会長とする。」と規定されておりますので、議事進行は、髙梨会長にお願

いしたいと存じます。よろしくお願いします。 

 しばらくの間、議事進行させていただきます。 

それでは、議件（１）の「平成２６年度富津市国民健康保険事

業特別会計予算（案）について」を議題とします。事務局から説

明をお願いします。 

 それでは、議件（１）の「平成２６年度富津市国民健康保険事

業特別会計予算（案）」について、ご説明させていただきますが、

その前に表題にはございませんが、予算案に関連します、「平成２

５年度富津市国民健康保険事業特別会計決算見込」について、ご

説明申し上げます。 

 それでは、お手許にございます資料の１ページをご覧ください。

 表の１番左に科目、その右の(a)列に平成２５年度当初予算額、

その右の(b)列に決算見込額、更に、その右に決算見込額から当初

予算額の差引き額、予算執行率を記載し、そして、表の右半分に

科目ごとの説明を記載しています。 

 それでは、歳入について、科目ごとに、決算見込額と当初予算

額を比較しながらご説明申し上げます。 

 まず、国民健康保険税についてご説明申し上げます。表の中ほ

どよりやや上に国民健康保険税の計の、網掛けをしてある行がご

ざいます。その(b)列に決算見込額を記載しています。１８億３，

７６４万３千円の決算見込みで、当初予算額に対して９，８４２

万円の増収の見込みです。これは、当初予算算出時では、前年度

の本算定における所得割課税対象額を基に被保数の増減率で算出

しておりましたが、平成２５年度の見込を算出するに当たり１２

月の６期更正時の課税対象基準額を見たところ、当初算出時と比

べ、一般所得割分で約１２億円の増額となったこと。また、徴収

率を当初予算算定時では平成２４年度決算見込を基に、国民健康

保険税全体で５９．５％（現年分では８６．４７％）と見込み算

出しておりましたが、平成２４年度決算が確定したなかで、収納

率は全体で６１．７４％（現年分では８６．９４％）であったた

め、平成２５年度、本年度の決算見込算出においては、その収納

率を目標とし、全体で６１．６６％（現年分では８６．９３％）

と見込みました。当初と比較し、国民健康保険税全体では２．１

６％、現年分では０．４６％の収納率増を見込み算出しておりま



す。これらのことが増額の要因と考えます。 

 次に国庫支出金です。やはり、網掛けのしてある行をご覧くだ

さい。国庫支出金の合計で、１５億３，９９４万７千円の決算見

込で、当初予算額に対して、８，７２０万円の減収の見込みです。

保険給付費の減少が主な要因と考えております。 

 この国庫支出金の大部分は、一般被保険者の保険給付費等の３

２％相当分の④療養給付費負担金と、同じく９％相当分の⑦調整

交付金です。 

 ④の療養給付費負担金は、保険給付費等の支出見込額に、算定

係数を乗じて年度末に概算額で交付決定され、⑦の調整交付金は

その保険者の保険給付費、財政状況及び運営姿勢によって、年度

末に交付決定されます。 

 また、⑦の調整交付金のうち、特別調整交付金は特別な事情の

ある保険者に交付されるもので、富津市は経営姿勢良好という理

由で平成２年度から交付を受けております。 

 本年度は、特別事情分の２，０００万円と、国保保健指導事業

分の４４３万円を見込んでおりますが、積極的な事業運営により、

少しでも多くの額を獲得できるよう努力しているところでござい

ます。 

 次に⑨の療養給付費等交付金です。この交付金は、退職被保険

者に係る保険給付費等の額から、退職被保険者に係る国民健康保

険税及び前期高齢者交付金を控除した額が、社会保険診療報酬支

払基金から交付されるものです。１億６，５９７万９千円の決算

見込でございます。退職被保険者の減少により、２，６９４万円

の減収が見込まれます。 

 次に⑩の前期高齢者交付金です。高齢被保険者の偏在による、

医療保険者間の財政調整を行う目的で、社会保険診療報酬支払基

金から概算交付されるもので、１６億３，４９２万５千円の決算

見込みです。これは、平成２５年度分の概算交付分と、平成２３

年度に交付を受けた概算交付金の精算分で、確定額となります。 

 なお、本年度の概算交付金は、翌々年度に精算することとなり

ます。 

 次に県支出金でございます。網掛けの行をご覧ください。県支

出金の合計で、３憶７，５５２万２千円の決算見込みです。当初

予算額に比べ１，５３８万円の増収の見込みです。 

 県支出金の大部分を占めるのは⑬の調整交付金で、一般被保険

者の保険給付費等の９％相当分が、普通調整交付金として６％、

特別調整交付金として３％交付されるものです。なお、保険財政

共同安定化事業拡大までは、特別調整交付金３％のうち２％は普

通調整交付金と同様に定率で分配されます。普通調整交付金では

１，０５１万円の増、特別調整交付金では４５４万４千円の増額

と見込んでおりますが、これは算定時に見込む調整率の変動によ

るものです。 

 次に共同事業交付金です。これは一般被保険者の医療費の額が

３０万円を超える場合の、８万円を超える部分の額から、前期高



齢者交付金相当額を控除した額の５９％が、千葉県国民健康保険

団体連合会で行っている共同事業から交付されるもので、共同事

業交付金の合計で当初予算、決算見込とも、７億１，６７８万８

千円を見込んでおります。 

 次に繰入金です。一般会計繰入金は、事務費、職員人件費及び、

低所得世帯に対する国民健康保険税軽減措置分等を合わせて、４

億４，４３１万円の決算見込です。当初予算と比較し、２，１７

１万円の減収の見込みです。 

 次に⑰の繰越金です。平成２４年度からの繰越金で２憶３，０

８９万１千円です。 

 次に⑱のその他の収入です。国民健康保険税の督促手数料及び

延滞金、不当利得や第三者行為求償による保険給付費の返納金な

どの収入で、７，５９９万円の決算見込です。 

 以上の歳入を合計しまして、当初予算額に対しまして、１憶７，

１０６万５千円増の７１億６，１０６万５千円の決算見込みでご

ざいます。 

 続きまして、歳出についてご説明申し上げます。２ページをご

覧ください。 

 まず、Ａの総務費でございます。これは国民健康保険を運営す

るための事務費及び職員給与費で、１億７，５６１万９千円の決

算見込みです。この部分は、すべて一般会計からの繰入金で賄わ

れます。 

 次に保険給付費です。表の中ほどより下に、保険給付費の計の

行が網掛けしてございます。保険給付費合計で、４５億９，０１

３万１千円の決算見込で、当初予算額に対しまして、５，４０１

万７千円の減額の見込みです。 

 これは、平成２５年度当初予算算出時には被保険者数を１６，

８５５人と見込んでおりましたが、決算見込では１６，６４３人

と２１２人の減少が見込まれることが主な要因と考えておりま

す。 

 次にＧの後期高齢者支援金等は、後期高齢者医療制度を支援す

るため、後期高齢者医療の保険給付費の４０％相当額を負担する

ために拠出するのもので、８億７，８８３万４千円の決算見込と

なります。これは、平成２５年度分の概算納付額から、平成２３

年度に概算納付して、超過納付となっている分を控除した額で、

確定額となります。 

 なお、本年度の概算納付金は、翌々年度に精算することとなり

ます。 

 次にＨの前期高齢者納付金等は、高齢被保険者の偏在による医

療保険者間の財政調整を行う、前期高齢者交付金の被保険者数割

の拠出金で、８７万６千円の決算見込です。これも、平成２５年

度分の概算納付額と、平成２３年度に概算納付した納付金の精算

で、確定額でございます。 

 次にⅠの老人保健拠出金は、平成２０年３月まで存続した老人

保健制度の、医療給付費の精算が完了していないことから、それ



に対する拠出金で、事務費分のみの拠出となります。 

 次にＪの介護納付金は、介護保険給付費の２９％相当額を医療

保険者として負担するもので、３億７，５９５万９千円の決算見

込です。これは、平成２５年度分の概算納付額と、平成２３年度

に概算納付した納付金の精算で、確定額でございます。 

 次にＫの共同事業拠出金については、国民健康保険団体連合会

で運営する、医療費の額が３０万円を超える場合の再保険事業に

対する拠出金で、当初予算と同額の７億９，２２７万６千円を見

込んでおります。 

 次にＬの保健事業費は、特定健康診査、特定保健指導、短期人

間ドック費用助成事業、及びレセプト点検などを行う経費で、９，

７２１万３千円の決算見込です。 

 次にＭのその他の支出につきましては、前年度繰越金による１

憶５，４９７万７千円の国民健康保険基金への積立や、前年度の

国庫支出金などが超過交付であったことによる返還金７，９５９

万３千円のほか、国民健康保険税の過誤納還付金などの合計で、

２億５，０１２万円の決算見込です。 

 以上の歳出を合計しまして、当初予算額に対しまして、１憶７，

１０６万５千円増の７１億６，１０６万９千円の決算見込みとな

ります。 

 つづきまして、「平成２６年度富津市国民健康保険事業特別会

計予算（案）」について、ご説明申し上げます。 

 それでは、お手許にございます資料の３ページをご覧ください。

 平成２６年度予算については、国民健康保険基金から３億４，

８００万円の取崩しを行い、予算編成をしております。 

 それでは、歳入について、科目ごとに、平成２６年度予算額と、

平成２５年度予算額を比較しながらご説明申し上げます。 

 まず、国民健康保険税についてご説明申し上げます。表の中ほ

どよりやや上に、国民健康保険税の計の網掛けをしてある行がご

ざいます。その(ａ)列に平成２６年度予算額を記載しています。 

１７億３,９６０万１千円の収入見込で、平成２５年度予算額に

対して３７万８千円の増収の見込みです。算出については、平成

２５年度の本算定時の課税対象額を基に、平成２６年度の調定額

を見込み、平成２５年度決算見込を参考といた収納率、国民健康

保険税全体で６０，４２％、現年分８６．９２％から収入見込額

を算出しております。 

 次に国庫支出金です。やはり、網掛けのしてある行をご覧くだ

さい。国庫支出金の合計で、１５億４，４２１万７千円の予算額

で、平成２５年度予算額に対して、４４５万円の減となります。 

 この国庫支出金の大部分は、一般被保険者の保険給付費等の３

２％相当分の④の療養給付費負担金と、同じく９％相当分の⑦の

調整交付金です。 

 ⑦の調整交付金のうち、特別調整交付金は特別事情分、いわゆ

る特々調の２，０００万円と５０７万８千円の国保保健指導事業

分を見込んでおります。 



 次に⑨の療養給付費等交付金です。この交付金は、退職被保険

者に係る保険給付費等の額から、退職被保険者に係る国民健康保

険税及び前期高齢者交付金を控除した額が、社会保険診療報酬支

払基金から交付されるものです。平成２６年度予算においては、

平成２５年度と比べ３,０４５万３千円減額の、１億６，２４６万

６千円を計上しております。これは退職被保険者数について平成

２５年度当初予算では５３８人と見込んでおりましたが、平成２

６年度当初予算では４８３人と５５人の減を見込んでいることに

よるものです。 

 次に⑩の前期高齢者交付金です。高齢被保険者の偏在による、

医療保険者間の財政調整を行う目的で、社会保険診療報酬支払基

金から概算交付されるもので、平成２５年度より９，２４６万６

千円増額の１７億２，９１５万２千円の予算額といたしました。

これは予算算定時の基礎数値の一つである平成２４年度の前期高

齢者給付費額の増加と全保険者の前期高齢者給付費額の予想伸び

率の変動が主な要因であります。 

 内容としましては、平成２６年度の概算交付額と平成２４年度

に概算交付を受けた交付金の精算額を合わせた額でございます。 

 次に県支出金でございます。網掛けの行をご覧ください。県支

出金の合計で、３億３,４６３万９千円の予算額です。平成２５年

度当初予算額と比較しますと、２,５５０万３千円の減額でござい

ます。⑬の調整交付金算出時に使用する補正係数の変動及び控除

となる概算前期高齢者交付金の増額が主な減となる要因でござい

ます。 

 次に共同事業交付金です。これは一般被保険者の医療費の額が

３０万円を超える場合の８万円を超える部分の額から前期高齢者

交付金相当額を控除した額の５９％が、千葉県国民健康保険団体

連合会で行っている再保険事業から交付されるもので、共同事業

交付金の合計で７億１,２６７万５千円の予算額です。 

 次に繰入金です。事務費、職員人件費及び、低所得世帯に対す

る国民健康保険税軽減措置分の一般会計からの繰入金４億４，１

６５万２千円と、国民健康保険基金繰入金３億４，８００万円を

合わせて、７億８，９６５万２千円を計上いたしました。 

 次に⑱の繰越金です。前年度からの繰越金の１千円の予算計上

です。 

 次に⑲のその他の収入です。国民健康保険税の督促手数料及び

延滞金、不当利得や第三者行為求償による保険給付費の返納金な

どの収入で、７５９万７千円を計上いたしました。 

 以上の歳入を合計しまして、平成２５年度当初予算額に対しま

して、３，０００万円増の７０億２，０００万円の予算額でござ

います。 

 続きまして、歳出についてご説明申し上げます。４ページをご

覧ください。 

 まず、Ａの総務費でございます。これは国民健康保険を運営す

るための事務費及び職員給与費で１億７,６０９万２千円の予算



額です。 

 次に保険給付費です。表の中ほどより下にある保険給付費の網

掛けをしてある行をご覧ください。保険給付費の合計で４６億８,

６８６万１千円の予算額で、平成２５年度当初予算額と比較して、

４,２７１万３千円の増額となります。 

 平成２６年度の当初予算額では、被保険者１人当たりの保険給

付の伸び率を、平成２５年度決算見込みに対して、過去５カ年の

平均伸び率を基に４．７１％の増と見込んでおります。 

 次にＧの後期高齢者支援金等は、後期高齢者医療制度を支援す

るため、後期高齢者医療の保険給付費の４０％相当額を負担する

ために拠出するものです。平成２５年度当初予算額より１，９７

７万３千円減の８億６，２５３万７千円を計上しています。内容

は、平成２６年度分の概算納付額と、平成２４年度に概算納付し

た支援金の精算額です。 

 次にＨの前期高齢者納付金等は、高齢被保険者の偏在による、

医療保険者間の財政調整を行う、前期高齢者交付金の被保険者数

割の拠出金で、平成２６年度分の概算納付額と平成２４年度に概

算納付した納付金の精算で、６１万６千円です。 

 次にⅠの老人保健拠出金は、事務費分のみの３万７千円を計上

しております。 

 次にＪの介護納付金は、介護保険給付費の２９％相当額を医療

保険者として負担するために拠出するもので、平成２６年度分の

概算納付額と、平成２４年度に概算納付した納付金の精算で、３

憶８，６８３万円を計上しております。 

 次にＫの共同事業拠出金については、国民健康保険団体連合会

で運営する、医療費の額が３０万円を超える場合の再保険事業に

対する拠出金です。対象医療費から控除する、前期高齢者交付金

の増加などにより、平成２５年度当初予算額よりも２０３万６千

円減額の７億９，０２４万円を計上いたしました。 

 次にＬの保健事業費は、特定健康診査事業として４，５８１万

９千円、特定保健指導事業として２３０万円、国保保健指導事業

として５０９万４千円、レセプト点検や短期人間ドック費用助成

といった総合健康指導事業として３，８５４万７千円、医療費通

知やジェネリック医薬品差額通知などの医療費適正化事業として

４３７万２千円、合計で９，６１３万２千円を計上いたしました。

 次にＭのその他の支出につきましては、平成２５年度当初予算

額と比較して、５０１万円増の、２，０６５万５千円を計上いた

しました。 

 内容としては、国民健康保険税の過誤納還付金や予備費などで

ございますが、予備費については、平成２５年度当初予算額より

５００万円増額の１，０００万円の予算額としております。 

 以上、歳出を合計しまして、平成２５年度当初予算額に対しま

して、３，０００万円増の７０億２，０００万円の予算額でござ

います。 

 なお、基金残高につきましては、平成２５年度末で約４億９，
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８００万円を見込んでおりますが、平成２６年度当初予算編成に

おいて３憶４，８００万円を予算化し、繰り入れる必要があるこ

とから、差引き約１億５，０００万円の残高見込みとなります。 

以上で、議件(１)の「平成２６年度富津市国民健康保険事業特

別会計予算（案）」についての説明を終わります。 

説明が終わりましたが何かございますか。 

 平成２５年度国民健康保険事業の歳入に対する国民健康保険税

の割合は、決算のときに計算すると２５．７％だったんですけれ

ども、平成２６年度の歳入では２４．８％になるのですが、この

割合というのは全国と千葉県では何％なのかという統計は出てい

ますか。 

 そういった割合についての、国や県の資料というものはござい

ません。 

 毎年、割合が下がっているのですが、他の自治体も同じような

傾向を示しているのですか。 

 若い人が多い都市部と地方では違いますが、高齢者の多い地方

の自治体でしたら同じような傾向だと思います。 

国民健康保険税の会計に占める割合というのは、前期高齢者交

付金の額で決まってくるという考え方でいいのですか。 

 療養給付費というのは、国・県が５０％、保険税が５０％負担

するということになっていますが、平成２０年から前期高齢者交

付金の制度が始まりまして、富津市は高齢者が多いため、前期高

齢者交付金の占める割合が増えて、保険税の割合が減ってきてい

るということです。 

他にありませんか。 

ではないようですので、承認でよろしいでしょうか。 

異議なし。 

 次に、その他でなにかございますか。 

 事務局からはとくにございません。 

 保険者の広域化の話題がでていますが、何か進展はありました

か。 

 国民会議のなかで提出されたものですが、法案の提出が平成２
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７年度中。広域化については早ければ平成２９年度、遅くとも平

成３０年度にということになっております。すでに後期高齢者医

療制度という広域化した制度がありますので、おそらく平成２９

年度には広域化になるであろうと予測しております。 

 先ほどお話に出ました後期高齢者医療制度の件ですけれども、

特定健診について、国民健康保険では保健指導がありますけれど

も、後期高齢者医療制度では保健指導はないのですか。 

 国民健康保険については保健指導が義務化されているというの

もありますけれども予防を重視して行っています。後期高齢者の

方については生活習慣病の予防というと難しいところがあります

から、治療をきちんと受けていただくという方針になっています。

 後期高齢者の方は健診結果のデータをもらっても、その数値が

良いか悪いかが分からないんですよ。国の指導がないにしても、

何か手だてはないのでしょうか。 

 特定健診については広域連合からの受託事業で行っていますの

で、広域連合との会議があるときには、市から保健指導について

話が出ますが、後期高齢者の方はすでに医療機関に受診されてい

る方が多いので保健指導ではなく、治療を継続していただくとい

うことになっています。 

 今の件ですが、健診の結果は基本的には医療機関から渡すこと

になっていますので、そのときに話はしています。 

 すべてを行政がみるのは無理があるでしょう。自覚症状がなく

ても、結果をもらった時点で数値が高いか低いかは分かるだろう

から、自分から医師や薬剤師に相談するとかできると思いますよ。

 では、医療機関で結果を渡すときに説明することになっている

ということでよろしいですか。 

 そうなっているはずです。 

 他になにかございますか。 

ないようですので、以上で、第３回富津市国民健康保険運営協

議会を終了とします。 

お疲れ様でした。 

（午後２時４６分閉会宣言） 
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